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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　質量％で、Ｃ：０．３８～０．５５％、Ｓｉ：１．０％以下、Ｍｎ：０．２０～２．０
％、Ｐ：０．０２０％以下、Ｓ：０．１０％以下、Ｃｒ：０．１０～２．０％、Ａｌ：０
．１０％以下およびＮ：０．００４～０．０３％を含有し、残部はＦｅおよび不純物から
なり、下記の（１）式で表されるｆｎ１の値が１．２０以下である化学成分を有し、ミク
ロ組織がフェライト、ラメラーパーライトおよび球状セメンタイトからなり、フェライト
の平均結晶粒径が１０μｍ以下であり、ラメラーパーライトのうちのラメラー間隔が２０
０ｎｍ以下のラメラーパーライトのミクロ組織に占める面積割合が２０～５０％であり、
かつ、球状セメンタイトの個数が４×１０５個／ｍｍ２以上であることを特徴とする高周
波焼入れ用圧延鋼材。
　ｆｎ１＝Ｃ＋（１／１０）Ｓｉ＋（１／５）Ｍｎ＋（５／２２）Ｃｒ＋１．６５Ｖ－（
５／７）Ｓ・・・（１）
　ただし、上記（１）式中の、Ｃ、Ｓｉ、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｖ、Ｓは、それぞれの元素の質量
％での含有量を表す。また、上記球状セメンタイトとは、長径Ｌと短径Ｗの比（Ｌ／Ｗ）
が２．０以下であるセメンタイトを指す。
【請求項２】
　化学成分が、Ｆｅの一部に代えて、質量％で、Ｃｕ：１．０％以下、Ｎｉ：３．０％以
下およびＭｏ：０．５０％以下のうちの１種以上の元素を含有することを特徴とする請求
項１に記載の高周波焼入れ用圧延鋼材。
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【請求項３】
　化学成分が、Ｆｅの一部に代えて、質量％で、Ｔｉ：０．１０％以下、Ｎｂ：０．１０
％以下およびＶ：０．３０％以下のうちの１種以上の元素を含有することを特徴とする請
求項１または２に記載の高周波焼入れ用圧延鋼材。
【請求項４】
　請求項１から３までのいずれかに記載の化学成分を有する被圧延材を、６７０～８１０
℃の温度域に加熱した後、２以上の圧延工程を備える全連続式熱間圧延方法により圧延し
、さらに、最終圧延工程における圧延を終了した後、５ｓ以内に鋼材表面温度を６００℃
以下でＭｓ点を超える温度とし、その後、復熱により鋼材表面温度が５００～７００℃の
範囲となるように冷却して、
　フェライト、ラメラーパーライトおよび球状セメンタイトからなり、フェライトの平均
結晶粒径が１０μｍ以下であり、ラメラーパーライトのうちのラメラー間隔が２００ｎｍ
以下のラメラーパーライトのミクロ組織に占める面積割合が２０～５０％であり、かつ、
球状セメンタイトの個数が４×１０５個／ｍｍ２以上であるミクロ組織を有する高周波焼
入れ用圧延鋼材を製造する方法であって、
　該全連続式熱間圧延方法が、下記の〔１〕および〔２〕を満足することを特徴とする高
周波焼入れ用圧延鋼材の製造方法。
　〔１〕各圧延工程中の被圧延材の表面温度が、６５０～８１０℃の温度範囲内であるこ
と
　〔２〕総減面率が３０％以上であること
 

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、高周波焼入れ用圧延鋼材、すなわち、高周波焼入れを行って用いられる圧延
鋼材、およびその製造方法に関し、詳しくは、必ずしも高価な元素を含有させずとも、さ
らに、焼入れ－焼戻しのいわゆる「調質処理」を行わずとも、高い強度および母材靱性を
確保でき、高周波焼入れで生成する硬化層の靱性にも優れる高周波焼入れ用圧延鋼材とそ
の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　自動車部品のうちで、ステアリング装置に用いられるラックバーは、自動車の進行方向
を操舵するとともに左右両輪を繋ぐ骨組み的な役割を示す重要部品であり、これが破損し
た場合にはハンドル操作が不可能となってしまう。このため、ラックバーに用いられる鋼
材には、高い信頼性が要求される。
【０００３】
　なお、ラックバーは、従来、中炭素鋼材の圧延鋼材を用いて、焼入れ焼戻しの調質処理
を行った後に、切削加工によって歯型部を形成し、その歯型部に高周波焼入れ、つまり、
高周波電流による誘導加熱作用で急速短時間加熱（以下、「高周波加熱」という。）して
その後直ちにあるいはその加熱した温度で短時間の保持を行った後、焼入れをして製造さ
れてきた。
【０００４】
　そして、高周波焼入れを行って用いられるラックバーには、上述のとおり破損を防止す
る必要があるため、曲げ強度と衝撃特性に優れていることが要求される。すなわち、高周
波焼入れ層にき裂が発生しにくいことも必要な条件であるものの、たとえ高周波焼入れ層
にき裂が発生した場合であっても、き裂が母材を進展して破断に至らないことが要求され
る。
【０００５】
　したがって、上記のような特性が要求されるラックバーの素材として用いられる鋼材に
対しては、
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　・高い強度、
　・高い母材靱性、
　・高周波焼入れで生成する硬化層の靱性、
の全てに優れることが要求される。
【０００６】
　このようなラックバーに用いられる鋼材として、例えば次のような鋼材が提案されてい
る。
【０００７】
　すなわち、特許文献１に、質量％で、Ｃ：０．４０～０．６０％、Ｓｉ：０．０５～０
．５０％、Ｍｎ：０．０５～１．５０％、およびＳ：０．００４～０．１００％を含有し
、さらに他の元素として、Ｃｒ：１．５％以下（０％を含まず）、Ａｌ：０．０００５～
０．１０％、およびＮ：０．００２～０．０２０％よりなる群から選択される少なくとも
１種の元素を含有し、さらに必要に応じて、Ｂ：０．０００５～０．００２０％を、単独
でまたはＴｉ：０．００５～０．０５０％と共に含有し、残部はＦｅおよび不可避的不純
物からなる棒鋼であって、焼入れおよび短時間焼戻しによって、棒鋼の表面から深さＤ／
４（Ｄは棒鋼の直径を示す）の部分の焼入れ・焼戻し組織が、「焼戻しベイナイト組織と
焼戻しマルテンサイト組織が合計で２０～１００％（面積百分率）」および「再生パーラ
イト組織が０～５０％（面積百分率）」に調整されている曲げ特性に優れたステアリング
ラック用鋼が提案されている。このステアリングラック用鋼は、上記化学組成を有する鋼
材を圧延し、得られる棒鋼を温度８２０℃以上に加熱し、水冷にて室温まで制御冷却した
後、温度６８０℃以上の雰囲気温度に加熱した炉に入れて２０分以下の短時間焼戻し処理
を行い室温まで空冷することによって得ることができるものである。
【０００８】
　しかしながら、調質処理はコストアップの原因になる。このため、従来から調質処理を
省略することにより、消費エネルギーと製造工数の削減を図ろうとする動きがあり、熱間
圧延のままで調質処理した鋼材と同等の強度・靱性を備えた鋼材やその製造方法が種々提
案されている。
【０００９】
　例えば、特許文献２には、質量％で、Ｃ：０．３０～０．５０％、Ｓｉ：０．１５～０
．５０％、Ｍｎ：１．０～１．６５％、Ｓ：０．０４～０．１％、Ｖ：０．０８～０．２
％、Ａｌ：０．０１５～０．０５％、残部が実質的に鉄及び不可避的不純物よりなる鋼材
を８５０～１０００℃の温度に加熱し、８００～９５０℃の仕上げ温度にて熱間圧延を行
なった後、この圧延棒鋼を８５０～１０００℃の温度に再加熱し、８００～９５０℃の仕
上げ温度にて熱間鍛造を行ない、次いで、Ａ3変態点から５５０℃の間を０．３～１０℃
／秒の冷却速度にて冷却することを特徴とする高強度非調質棒鋼の製造方法が提案されて
いる。
【００１０】
　特許文献３には、質量％で、Ｃ：０．３５～０．７０％、Ｓｉ：０．１～１．５％、Ｍ
ｎ：０．５～２．０％、Ｃｒ：１．５％以下、Ｖ：０．２～１．０％、Ａｌ：０．００５
～０．０５％を含み、さらに必要に応じて、Ｎｂ：０．００２～０．０５％、Ｎｉ：０．
２～１．０％、Ｃｕ：０．２～１．０％、Ｍｏ：０．１～０．５％の１種以上を含有し、
残部Ｆｅ及び不可避的不純物からなり、フェライト－パーライト組織を備え、１０ｎｍ超
の析出物個数をＡ、１０ｎｍ以下の析出物個数をＢとしたとき、Ａ／Ｂが１／２０以上で
ある高強度・高靱性非調質鋼が提案されている。この高強度・高靱性非調質鋼は、特許文
献３の段落〔００１９〕に説明されているとおり、鋼片の加熱温度を８００～９３０℃、
粗圧延後、仕上げ圧延開始温度を７８０～９３０℃とし、圧延後、７００～４００℃にお
ける平均冷却速度を０．３～５．０℃／ｓとして冷却することによって得られるものであ
る。
【００１１】
　特許文献４には、セメンタイトを含めた炭化物の体積率が２０％以下となる炭素（Ｃ）
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量と、質量％で、Ｓｉ：０．８０％以下、Ｍｎ：０．０５～３．０％、Ａｌ：０．１０％
以下を包含する鋼材であり、直径または短辺の長さが５ｍｍ以上で、Ｔ断面全体において
、炭化物とともに平均粒径２μｍ以下のフェライト粒組織を有することを特徴とする高強
度・高靱性棒材が提案されている。この棒材は、さらに、Ｃｕ、Ｎｉ、Ｔｉ、Ｎｂ、Ｖ、
Ｃｒ、Ｍｏ、Ｗ、Ｃａ、ＲＥＭ、Ｂのうち１種または２種以上を包含することができるも
のであり、４００℃以上Ａｃ3以下の温度域において、鋼材を多パス穴型圧延することに
よって得られるものである。
【００１２】
　特許文献５には、成分組成が、質量％で、０．４＜Ｃ＜２．０％、０．１＜Ｓｉ＜１．
０％、０．１＜Ｍｎ＜２．０％、Ｐ≦０．１％、Ｓ≦０．５％、残部がＦｅおよび不純物
元素からなる鋼材を、９００℃～１２００℃の温度で３０秒以上保持した後、５００℃～
７００℃に冷却し、この温度で３０秒以上保持した後に温間加工を施すことを特徴とする
非調質鋼材の製造方法が提案されている。この製造方法によると、フェライトの平均粒径
が２．０μｍ以下、セメンタイトの平均粒径が０．５μｍ以下、降伏比が０．７５以上、
シャルピー衝撃値が１５０Ｊ／ｃｍ2以上であり、かつ、フェライト・セメンタイトを主
とする組織からなる非調質鋼材を得ることができる。
【００１３】
　特許文献６には、２％以下のＣを含有する鋼をＡｃ1点以上に加熱した後、変形を加え
る熱間加工において、圧延途中でＡｒ1点以下Ａｒ1－２００℃以上の温度域まで冷却し、
その後引き続いて圧延で１５％以上の塑性変形を加え、それによって発生する変形熱によ
りＡｃ1点以上Ａｃ3点以下の温度域に到達させる制御圧延パターンを少なくとも２回以上
繰り返し球状化組織を得ることを特徴とする棒鋼および線材の製造方法が開示されている
。
【００１４】
　特許文献７には、２％以下のＣを含有する鋼をＡｃ1点以上に加熱した後、変形を加え
る熱間加工において、圧延途中でＡｅ1点以下であり且つＡｒ1点を超える温度域まで冷却
し、その後引き続いて仕上げ圧延により１５％以上の塑性変形を加え、それによってパー
ライトないしはベイナイト変態を促進せしめることにより、これら組織を生成させると同
時に、変形熱により再びＡｃ1点以上、Ａｃ3点あるいはＡｃcm点以下の温度域に到達せし
める制御圧延パターンを少なくとも２回繰り返すことを特徴とする球状化組織を有する棒
鋼と線材の製造方法が開示されている。
【００１５】
　特許文献８には、質量％で、Ｃ：０．３５～０．５０％、Ｓｉ：０．１～０．６％、Ｍ
ｎ：０．５～１．５％、Ａｌ：０．００５～０．０２％、Ｖ：０．０５～０．５０％を含
み、さらに必要に応じて、Ｃｒ：０．６０％以下、Ｍｏ：０．５％以下、Ｎｉ：１％以下
、Ｃｕ：１％以下、Ｔｉ：０．２％以下、Ｎｂ：０．１０％以下の１種以上を含有し、残
部鉄及び不可避的不純物からなり、鋼組織における、フェライト分率が２０～４０％、パ
ーライトの平均ラメラー間隔が０．０５～０．２０μｍ、結晶方位差が１５°以上の大角
粒界で囲まれたフェライトの平均粒径が２～１０μｍであるフェライト－パーライト複相
組織からなることを特徴とする高強度高靱性非調質棒鋼が提案されている。この非調質棒
鋼は、上述の量のＣからＶまでを含む鋼を、７５０～９００℃の開始温度で仕上げ圧延し
、仕上げ圧延終了後１０秒以内に平均冷却速度が１０℃／秒以上で急冷を開始して５００
～７００℃の温度まで冷却し、その後、２００℃まで平均冷却速度が０．１～５℃／秒で
冷却することによって得られる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１６】
【特許文献１】特開２００３－１６６０３６号公報
【特許文献２】特開昭６１－１７０５１３号公報
【特許文献３】特開２００５－２８１８３７号公報
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【特許文献４】特開２０００－３０９８５０号公報
【特許文献５】特開２００６－２２５７３５号公報
【特許文献６】特開昭５９－１３６４２３号公報
【特許文献７】特開昭６０－１４９７２３号公報
【特許文献８】特開２００５－１３３１５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１７】
　上記の特許文献１で提案された技術は、調質処理を施すものであり、前述のようにエネ
ルギーおよび製造工数からコスト面で望ましいものではない。さらに、昨今の地球温暖化
対策上の重要な課題である二酸化炭素削減の点からも、調質処理のような熱処理を行うこ
とは望ましいものではない。
【００１８】
　特許文献２の非調質棒鋼は０．０８％以上のＶを、また、特許文献３の非調質鋼は０．
２％以上のＶを、いずれも必須元素として含有させる必要があるため、昨今の原料価格高
騰下の状況においては、高価な元素であるＶを用いることからコスト面で望ましい鋼材で
はない。さらに、特許文献２の非調質棒鋼および特許文献３の非調質鋼はいずれも、高周
波加熱を行なった場合には、硬化層の結晶粒の粗大化が生じやすく硬化層の靱性が十分と
いえるものではない。
【００１９】
　特許文献４の実施例には、質量％で、Ｃ：０．４２％、Ｓｉ：０．１８％、Ｍｎ：０．
６８％、Ｐ：０．０１３％、Ｓ：０．００６％等のＣ、Ｓｉ、Ｍｎ、Ｐ、Ｓからなる鋼材
を６４０℃での加熱を繰り返しながら圧延したものが強度と靱性に優れていることが記載
されている。しかしながら、このような化学成分の鋼材では、焼入れのために高周波加熱
を行なった場合であっても、鋼材中の炭化物はマトリックスに容易に固溶してしまうので
、硬化層の結晶粒には粗大化が生じやすく、したがって、硬化層に十分な靱性が得られる
といえるものではない。
【００２０】
　また、特許文献５の実施例には、質量％で、Ｃ：０．４０％、Ｓｉ：０．２５％、Ｍｎ
：０．７６％、Ｐ：０．０２％、Ｓ：０．０３％等のＣ、Ｓｉ、Ｍｎ、Ｐ、Ｓからなる鋼
材を９００～１２００℃の温度に加熱し、組織をオーステナイト化した後、５００～７０
０℃に冷却して「フェライトパーライト組織」にした後、温間加工を行なったものが高い
降伏比と靱性を有することが記載されている。しかしながら、上記特許文献４におけると
同様、このような化学成分の鋼材では、焼入れのために高周波加熱を行なった場合であっ
ても、鋼材中のセメンタイトはマトリックスに容易に固溶してしまう。このため、硬化層
の結晶粒には粗大化が生じやすく、したがって、硬化層に十分な靱性が得られるといえる
ものではない。
【００２１】
　特許文献６で提案された技術は、冷間鍛造用鋼材の変形抵抗を下げるために行なってい
た球状化焼鈍の処理時間を大幅に短縮すること、すなわち、軟質な棒鋼や線材の製造方法
を提供することを目的としたものである。したがって、特許文献６の方法で製造された棒
鋼と線材はいずれも、ラックバーのように熱間圧延鋼材の形状をほぼ保ちながら高周波焼
入れして使用するものではないし、特許文献６の発明自体がそもそも、高い強度と母材靱
性、さらには、高周波焼入れで生成される硬化層の靱性にも優れる圧延鋼材を得ることを
目的とするものではない。
【００２２】
　特許文献７で提案された技術も特許文献６の発明と同様に、冷間鍛造用鋼材の変形抵抗
を下げるために行なっていた球状化焼鈍の処理時間を大幅に短縮すること、すなわち、軟
質な棒鋼や線材の製造方法を提供することを目的としたものである。したがって、特許文
献７の方法で製造された棒鋼と線材に関しても、ラックバーのように熱間圧延鋼材の形状
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をほぼ保ちながら高周波焼入れして使用するものではないし、特許文献７の発明自体がそ
もそも、高い強度と母材靱性、さらには、高周波焼入れで生成される硬化層の靱性にも優
れる圧延鋼材を得ることを目的とするものではない。
【００２３】
　特許文献８で提案された技術は、パーライトのラメラー間隔を０．０５～０．２０μｍ
にすることで高い強度と高い靱性を有することが記載されている。しかし、０．０５％以
上のＶを必須元素として含有させる必要があるため、昨今の原料価格高騰下の状況におい
ては、高価な元素であるＶを用いることからコスト面で望ましい鋼材ではない。さらに、
このような化学成分の鋼材では、焼入れのために高周波加熱を行なった場合、鋼材中の炭
化物はマトリックスに容易に固溶してしまうので、硬化層の結晶粒には粗大化が生じやす
く、したがって、硬化層に十分な靱性が得られるといえるものではない。
【００２４】
　本発明は、上記現状に鑑みてなされたもので、ラックバーの素材のように高周波焼入れ
を行って用いられる圧延鋼材とその製造方法を提供すること、より詳しくは、特に高価な
元素を必ずしも必要とせず、さらに、調質処理を行わずとも、高い強度および母材靱性が
得られ、しかも、高周波焼入れで生成する硬化層の靱性にも優れる高周波焼入れ用圧延鋼
材とその製造方法を提供することを目的とする。
【００２５】
　なお、本発明の目的とする高い強度および母材靱性とは、それぞれ、圧延鋼材の状態で
引張強度が７００ＭＰａ以上、およびＪＩＳ　Ｚ　２２４２（２００５）に規定の、ノッ
チ底半径１ｍｍ、ノッチ幅２ｍｍのＵノッチ試験片のうちでノッチ深さ２ｍｍ（つまり、
ノッチ下高さ８ｍｍ）の試験片（以下、「２ｍｍＵノッチシャルピー衝撃試験片」という
。）を用いたシャルピー衝撃試験における試験温度２５℃での衝撃値が１５０Ｊ／ｃｍ2

以上であることを意味し、また、優れた硬化層の靱性とは後述する試験方法による硬化層
のき裂発生強度が、３点曲げ試験で荷重１０ｋＮ以上であることを意味する。
【課題を解決するための手段】
【００２６】
　本発明者らは、前記した課題を解決するために、中炭素鋼材において調質処理を行うこ
となく高い強度と靱性を得るための手段について種々の実験室的な検討を行った結果、下
記の知見を得た。
【００２７】
　（Ａ）一般に、強度と靱性とはトレードオフの関係を示し、強度を高く設定しすぎると
、靱性の低下が顕著となり、所望の特性が得られない。
【００２８】
　（Ｂ）フェライトとパーライトとの混合組織において、いわゆる「強度－靱性バランス
」を良好にする手段としては、フェライトの微細化が有効であることが知られている。そ
して、微細フェライト組織を得る方法としては、オーステナイトとフェライトの２相温度
領域で熱間圧延を行い、圧延による加工歪によりオーステナイトからの微細なフェライト
の析出を促進するとともに、加工歪によりフェライトを動的再結晶させて、フェライトを
微細化すればよい。しかし、単にオーステナイトとフェライトの２相温度領域で熱間圧延
しただけでは、熱間圧延終了時点で残存したオーステナイトが、冷却中にパーライト変態
し、靱性の低いラメラー間隔の大きな層状セメンタイトを形成してしまう。このため、目
標とする靱性レベルが得られない。
【００２９】
　（Ｃ）一方、層状セメンタイトであっても、そのラメラー間隔を十分に小さく、具体的
には２００ｎｍ以下とすれば、目標とする靱性レベルが得られる。そのためには、熱間圧
延終了後５ｓ以内に鋼材表面温度を６００℃以下でＭｓ点を超える温度とする、すなわち
オーステナイトを過冷すれば、Ｃの拡散距離を小さくでき、ラメラー間隔を十分に小さく
することができる。
【００３０】
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　（Ｄ）さらに、パーライト中の一部のセメンタイトを球状に析出させることができれば
、靱性を一層高めることができる。なお、オーステナイトとフェライトの２相温度域での
熱間圧延でオーステナイト中に加工による歪を多数導入した後、過冷することによってそ
れらを球状セメンタイトの析出サイトとして働かせることで、球状セメンタイトを多数析
出させることができる。
【００３１】
　（Ｅ）ただし、過冷によってベイナイトおよび／またはマルテンサイトが生成すると、
逆に靱性を低下させてしまうので、上記の過冷は、熱間圧延終了後５ｓ以内に鋼材表面温
度を６００℃以下でＭｓ点を超える温度とし、その後、復熱により鋼材表面温度が５００
～７００℃の範囲となるように行う必要がある。
【００３２】
　（Ｆ）鋼材の組織が、微細なフェライト、ラメラー間隔が２００ｎｍ以下のラメラーパ
ーライトおよび球状セメンタイトを主体とする場合には、高い強度と優れた靱性を両立さ
せることができる。
【００３３】
　（Ｇ）Ｃｒは、球状セメンタイトを均一微細化させる作用を有するので、Ｃｒ含有量を
調整した鋼材を、熱間圧延終了後５ｓ以内に鋼材表面温度を６００℃以下でＭｓ点を超え
る温度とし、その後、復熱により鋼材表面温度が５００～７００℃の範囲となるように冷
却すると、Ｃｒを含有する球状セメンタイトが多数析出する。高周波加熱のような短時間
の加熱の場合では、このＣｒを含有する球状セメンタイトはオーステナイト中に固溶しに
くい。このため、上述の球状セメンタイトはＡｌＮとともにピンニング粒子として、高周
波加熱時のオーステナイト粒の粒成長を抑制する結果、高周波焼入れ層の靱性が高まり、
高周波焼入れ層におけるき裂の発生をも抑制することができる。
【００３４】
　（Ｈ）上記のような組織を有する鋼材において、固溶強化と析出強化によって適度な強
化を図ることにより、引張強度が７００ＭＰａ以上で、２ｍｍＵノッチシャルピー衝撃試
験片を用いたシャルピー衝撃試験における試験温度２５℃での衝撃値が１５０Ｊ／ｃｍ2

以上で、後述する試験方法による硬化層のき裂発生強度が、３点曲げ試験で荷重１０ｋＮ
以上という目標特性を達成することができる。
【００３５】
　本発明は、上記の知見に基づいて完成されたものであり、その要旨は、下記［１］～［
３］に示す高周波焼入れ用圧延鋼材および［４］に示す高周波焼入れ用圧延鋼材の製造方
法にある。
【００３６】
　［１］質量％で、Ｃ：０．３８～０．５５％、Ｓｉ：１．０％以下、Ｍｎ：０．２０～
２．０％、Ｐ：０．０２０％以下、Ｓ：０．１０％以下、Ｃｒ：０．１０～２．０％、Ａ
ｌ：０．１０％以下およびＮ：０．００４～０．０３％を含有し、残部はＦｅおよび不純
物からなり、下記の（１）式で表されるｆｎ１の値が１．２０以下である化学成分を有し
、ミクロ組織がフェライト、ラメラーパーライトおよび球状セメンタイトからなり、フェ
ライトの平均結晶粒径が１０μｍ以下であり、ラメラーパーライトのうちのラメラー間隔
が２００ｎｍ以下のラメラーパーライトのミクロ組織に占める面積割合が２０～５０％で
あり、かつ、球状セメンタイトの個数が４×１０５個／ｍｍ２以上であることを特徴とす
る高周波焼入れ用圧延鋼材。
　ｆｎ１＝Ｃ＋（１／１０）Ｓｉ＋（１／５）Ｍｎ＋（５／２２）Ｃｒ＋１．６５Ｖ－（
５／７）Ｓ・・・（１）
　ただし、上記（１）式中の、Ｃ、Ｓｉ、Ｍｎ、Ｃｒ、Ｖ、Ｓは、それぞれの元素の質量
％での含有量を表す。また、上記球状セメンタイトとは、長径Ｌと短径Ｗの比（Ｌ／Ｗ）
が２．０以下であるセメンタイトを指す。
 
【００３７】
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　［２］化学成分が、Ｆｅの一部に代えて、質量％で、Ｃｕ：１．０％以下、Ｎｉ：３．
０％以下およびＭｏ：０．５０％以下のうちの１種以上の元素を含有することを特徴とす
る上記［１］に記載の高周波焼入れ用圧延鋼材。
【００３８】
　［３］化学成分が、Ｆｅの一部に代えて、質量％で、Ｔｉ：０．１０％以下、Ｎｂ：０
．１０％以下およびＶ：０．３０％以下のうちの１種以上の元素を含有することを特徴と
する上記［１］または［２］に記載の高周波焼入れ用圧延鋼材。
【００３９】
　［４］上記［１］から［３］までのいずれかに記載の化学成分を有する被圧延材を、６
７０～８１０℃の温度域に加熱した後、２以上の圧延工程を備える全連続式熱間圧延方法
により圧延し、さらに、最終圧延工程における圧延を終了した後、５ｓ以内に鋼材表面温
度を６００℃以下でＭｓ点を超える温度とし、その後、復熱により鋼材表面温度が５００
～７００℃の範囲となるように冷却して、
　フェライト、ラメラーパーライトおよび球状セメンタイトからなり、フェライトの平均
結晶粒径が１０μｍ以下であり、ラメラーパーライトのうちのラメラー間隔が２００ｎｍ
以下のラメラーパーライトのミクロ組織に占める面積割合が２０～５０％であり、かつ、
球状セメンタイトの個数が４×１０５個／ｍｍ２以上であるミクロ組織を有する高周波焼
高周波焼入れ用圧延鋼材を製造する方法であって、
　該全連続式熱間圧延方法が、下記の〔１〕および〔２〕を満足することを特徴とする高
周波焼入れ用圧延鋼材の製造方法。
　〔１〕各圧延工程中の被圧延材の表面温度が、６５０～８１０℃の温度範囲内であるこ
と、
　〔２〕総減面率が３０％以上であること。
 
【００４０】
　残部としての「Ｆｅおよび不純物」における「不純物」とは、鉄鋼材料を工業的に製造
する際に、鉱石あるいはスクラップ等のような原料を始めとして、製造工程の種々の要因
によって混入するものを指す。
【００４１】
　「球状セメンタイト」とは、長径Ｌと短径Ｗの比（Ｌ／Ｗ）が２．０以下であるセメン
タイトを指す。
【００４２】
　「全連続式熱間圧延方法」とは、例えば、「粗圧延機列－仕上げ圧延機列」や「粗圧延
機列－中間圧延機列－仕上げ圧延機列」のような、２以上の圧延機列からなるタンデムミ
ルを用いた圧延ラインにおいて、圧延機列間で被圧延材を放置することができない方法を
指す。なお、上記において各圧延機列は複数台の圧延機から構成される場合だけではなく
、１台の圧延機で構成されているものをも含む。
【００４３】
　「総減面率」とは、全連続式熱間圧延方法における被圧延材の圧延前の断面積をＡ0、
最終の圧延機を出た後の面積をＡfとした場合に、｛（Ａ0－Ａf）／Ａ0｝×１００で求め
られる値（％）を指す。
【００４４】
　なお、以下、ラメラー間隔が２００ｎｍ以下のラメラーパーライトを「微細ラメラーパ
ーライト」、またラメラー間隔が２００ｎｍを超えるラメラーパーライトを「粗大ラメラ
ーパーライト」という場合がある。
【発明の効果】
【００４５】
　本発明の高周波焼入れ用圧延鋼材は、必ずしも高価なＶを含有させる必要がなく、しか
も、調質処理を行わずとも、圧延鋼材の状態で引張強度が７００ＭＰａ以上、および２ｍ
ｍＵノッチシャルピー衝撃試験片を用いたシャルピー衝撃試験における試験温度２５℃で
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の衝撃値が１５０Ｊ／ｃｍ2以上という特性を有し、さらに、高周波焼入れの際に粒成長
が起こりにくいため硬化層の靱性にも優れるので、高周波焼入れを行って用いられる曲げ
強度および衝撃特性が要求されるラックバー等の部品の素材として用いるのに好適である
。この高周波焼入れ用圧延鋼材は、本発明の方法によって製造することができる。
【図面の簡単な説明】
【００４６】
【図１】高周波焼入れで生成した硬化層の靱性調査のために実施例で行った３点曲げ試験
について説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００４７】
　以下、本発明の各要件について詳しく説明する。なお。以下の説明における各元素の含
有量の「％」表示は「質量％」を意味する。
【００４８】
　１．化学成分：
　Ｃ：０．３８～０．５５％
　Ｃは、鋼の強度、高周波焼入れ性および高周波焼入れで形成された硬化層の強度を向上
させる作用を有する。しかしながら、その含有量が０．３８％未満では、前記作用による
所望の効果が得られない。一方、Ｃの含有量が０．５５％を超えると、母材靱性が低下す
るとともに、高周波焼入れで形成された硬化層が脆化する。したがって、Ｃの含有量を０
．３８～０．５５％とした。なお、前記の効果を安定して得るために、Ｃの含有量は０．
４０％以上、０．５０％以下とすることが好ましい。
【００４９】
　Ｓｉ：１．０％以下
　Ｓｉは、脱酸元素であり、さらに、固溶強化によってフェライトの強度を向上させる元
素である。一方、Ｓｉは、含有量の増加に伴ってＡ3変態点を上昇させ、高周波焼入れ性
および高周波焼入れで形成された硬化層の強度を低下させる元素でもある。そして、含有
量の増加に伴ってＡ3変態点が上昇するため、加熱あるいは熱間圧延後の冷却過程で脱炭
が生じやすいオーステナイトとフェライトが主たる構成相となる温度領域が広がるため、
Ｓｉの含有量が高い鋼材では脱炭が生じやすくなる。特に、Ｓｉの含有量が１．０％を超
える場合には、脱酸効果および固溶強化は期待できるものの、熱間圧延後の脱炭が生じや
すくなって、高周波焼入れで生成する硬化層の靱性が低下する。したがって、Ｓｉの含有
量を１．０％以下とした。なお、Ｓｉ含有量は０．８％以下とすることが好ましい。一方
、前記したＳｉの固溶強化作用を利用して強度確保を確実に行うためには、Ｓｉの含有量
は０．０３％以上とすることが好ましく、０．１０％以上とすれば一層好ましい。
【００５０】
　Ｍｎ：０．２０～２．０％
　Ｍｎは、高周波焼入れ性および高周波焼入れで形成された硬化層の靱性を向上させるの
に有効な元素であるとともに、固溶強化によってフェライトの強度を向上させる元素であ
る。しかしながら、Ｍｎの含有量が０．２０％未満の場合、前記作用による所望の効果が
得られない。一方、２．０％を超えてＭｎを含有させると、最終圧延後の冷却時にベイナ
イトを生成しやすくなり、靱性の劣化を招く。したがって、Ｍｎの含有量を０．２０～２
．０％とした。なお、合金コストを低く抑えたうえで前記の効果を安定して得るために、
Ｍｎの含有量は０．４０％以上、１．５０％以下とすることが好ましい。
【００５１】
　Ｐ：０．０２０％以下
　Ｐは、不純物として含有され、粒界偏析および中心偏析を起こし、母材靱性および高周
波焼入れで生成する硬化層の靱性の低下を招き、特に、その含有量が０．０２０％を超え
ると、母材靱性および高周波焼入れで生成する硬化層の靱性低下が著しくなる。したがっ
て、Ｐの含有量を、０．０２０％以下とした。なお、Ｐの含有量は、０．０１０％以下に
するのが好ましい。
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【００５２】
　Ｓ：０．１０％以下
　Ｓは、不純物として含有される。なお、Ｓを積極的に含有させるとＭｎと結合してＭｎ
Ｓを形成し、被削性、なかでも切り屑処理性を高める作用を有するが、ＭｎＳを多く形成
しすぎると、被削性は改善できても、母材靱性および高周波焼入れで生成する硬化層の靱
性の低下を招き、特に、Ｓの含有量が０．１０％を超えると、母材靱性および高周波焼入
れで生成する硬化層の靱性低下が著しくなる。したがって、Ｓの含有量を、０．１０％以
下とした。なお、Ｓの含有量は０．０８％以下とすることが好ましい。一方、被削性を高
める観点からは、Ｓは０．０１０％以上を含有させることが好ましく、０．０１５％以上
含有させればより好ましい。
【００５３】
　Ｃｒ：０．１０～２．０％
　Ｃｒは、熱間圧延鋼材において球状セメンタイトを均一微細化させるために必要不可欠
な元素である。さらに、Ｃｒは高周波焼入れ性を向上させる作用も有する。これらの効果
はＣｒの含有量が０．１０％以上で発揮される。しかしながら、Ｃｒの含有量が２．０％
を超えると、前記した球状セメンタイトの均一微細化および高周波焼入れ性向上効果が飽
和するうえに、母材靱性の低下が生じる。したがって、Ｃｒの含有量を０．１０～２．０
％とした。なお、Ｃｒの含有量は０．２０％以上、１．８％以下とすることが好ましい。
【００５４】
　Ａｌ：０．１０％以下
　Ａｌは、不純物として混入する元素である。また、Ａｌは、脱酸のために添加する場合
がある。さらに、Ａｌは、鋼中のＮと結合してＡｌＮを形成し、高周波焼入れ時の結晶粒
の粗大化を抑制して、高周波焼入れで生成する硬化層の靱性を向上させる効果を有する。
しかしながら、Ａｌは、Ａ3変態点を上昇させ、高周波焼入れ性の低下を招く。特に、Ａ
ｌの含有量が０．１０％を超える場合には、高周波焼入れ性の低下が著しくなり、さらに
、母材靱性の劣化も招く。したがって、Ａｌの含有量の上限を０．１０％とした。なお、
Ａｌの含有量は０．０８％以下とすることが好ましい。一方、高周波焼入れ時の結晶粒粗
大化防止効果を得るためには、前記したＡｌＮの確実な形成のためにＡｌの含有量は０．
００５％以上とすることが好ましい。
【００５５】
　Ｎ：０．００４～０．０３％
　Ｎは、鋼中のＡｌと結合してＡｌＮを形成し、高周波焼入れ時の結晶粒の粗大化を抑制
し、結晶粒の微細化によって高周波焼入れで生成する硬化層の靱性を向上させる効果を有
する。しかしながら、Ｎの含有量が０．００４％未満の場合には、その効果が不十分であ
り、一方、Ｎの含有量が０．０３％を超えると、母材靱性の低下を招いてしまう。したが
って、Ｎの含有量を、０．００４～０．０３％とした。なお、Ｎの含有量は０．００５％
以上、０．０２％以下とすることが好ましい。
【００５６】
　ｆｎ１の値：１．２０以下
　本発明においては、ｆｎ１の値、つまり、
ｆｎ１＝Ｃ＋（１／１０）Ｓｉ＋（１／５）Ｍｎ＋（５／２２）Ｃｒ＋１．６５Ｖ－（５
／７）Ｓ・・・（１）
の式で表される値が大きくなりすぎると、過度に強化されるため、母材靱性の低下を招く
ことになる。本発明の高周波焼入れ用圧延鋼材は、後述するように「微細なフェライト、
ミクロ組織に占める面積割合が２０～５０％の微細ラメラーパーライト（つまり、ラメラ
ー間隔が２００ｎｍ以下であるラメラーパーライト）を含むラメラーパーライトおよび球
状セメンタイト」で構成されるミクロ組織にすることで優れた「強度－靱性バランス」を
確保するが、たとえこのようなミクロ組織を得ることができた場合でも、ｆｎ１の値が１
．２０を超えると目標とする母材靱性（２ｍｍＵノッチシャルピー衝撃試験片を用いたシ
ャルピー衝撃試験における試験温度２５℃での衝撃値が１５０Ｊ／ｃｍ2以上）を得るこ
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とができない。したがって、上記（１）で表わされるｆｎ１の値を１．２０以下とした。
【００５７】
　ｆｎ１の値は１．１０以下とすることが好ましい。また、ｆｎ１の値は、強度を確保す
る点から、０．６５以上とすることが好ましい。
【００５８】
　本発明の高周波焼入れ用圧延鋼材の一つは、上記元素のほか、残部がＦｅおよび不純物
からなる化学成分を有するものである。なお、既に述べたように、「Ｆｅおよび不純物」
における「不純物」とは、鉄鋼材料を工業的に製造する際に原料としての鉱石もしくはス
クラップまたは環境等から混入するものを指す。
【００５９】
　本発明の高周波焼入れ用圧延鋼材の化学成分の別の一つは、Ｆｅの一部に代えて、下記
第１群および第２群の中から選ばれた１種以上の元素、すなわち、下記第１群および第２
群のグループのうちの元素の１種以上を任意元素として含有する化学成分であってもよい
。
【００６０】
　第１群：Ｃｕ：１．０％以下、Ｎｉ：３．０％以下およびＭｏ：０．５０％以下
　第１群の元素であるＣｕ、ＮｉおよびＭｏは、高周波焼入れ性を向上させ、強度を高め
る作用を有するので、この効果を得るために、それぞれ、上記の範囲で含有させてもよい
。以下、第１群の元素について詳しく説明する。
【００６１】
　Ｃｕ：１．０％以下
　Ｃｕは、ＣおよびＭｎと同様に、高周波焼入れ性を向上させ、強度を高める作用を有す
るので、高強度化のためにＣｕを含有してもよい。しかしながら、Ｃｕの含有量が１．０
％を超えると熱間加工性を劣化させる。したがって、含有させる場合のＣｕの量を１．０
％以下とした。なお、含有させる場合のＣｕの量は０．８０％以下とすることが好ましい
。
【００６２】
　一方、前記したＣｕの強度向上効果を確実に得るためには、Ｃｕの含有量は０．０５％
以上とすることが好ましく、０．１０％以上とすれば一層好ましい。
【００６３】
　Ｎｉ：３．０％以下
　Ｎｉは、ＣおよびＭｎと同様に、高周波焼入れ性を向上させ、強度を高める作用を有す
るので、高強度化のためにＮｉを含有してもよい。しかしながら、Ｎｉの含有量が３．０
％を超えるとその効果が飽和するので、コストが嵩むばかりである。したがって、含有さ
せる場合のＮｉの量を３．０％以下とした。なお、含有させる場合のＮｉの量は２．０％
以下とすることが好ましい。
【００６４】
　一方、前記したＮｉの強度向上効果を確実に得るためには、Ｎｉの含有量は０．０５％
以上とすることが好ましく、０．１０％以上とすれば一層好ましい。
【００６５】
　Ｍｏ：０．５０％以下
　Ｍｏは、ＣおよびＭｎと同様に、高周波焼入れ性を向上させ、強度を高める作用を有す
るので、高強度化のためにＭｏを含有してもよい。しかしながら、Ｍｏの含有量が０．５
０％を超えた場合、前記の効果は飽和し、コストが嵩むばかりである。したがって、含有
させる場合のＭｏの量を０．５０％以下とした。なお、含有させる場合のＭｏの量は０．
４０％以下とすることが好ましい。
【００６６】
　一方、前記したＭｏの強度向上効果を安定して得るためには、Ｍｏの含有量は０．０５
％以上とすることが好ましく、０．１０％以上とすれば一層好ましい。
【００６７】
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　上記のＣｕ、ＮｉおよびＭｏは、そのうちのいずれか１種のみ、または、２種以上の複
合で含有させることができる。なお、含有させる場合のこれらの元素の合計量は４．５０
％以下であってもよいが、３．２０％以下とすることが好ましい。
【００６８】
　第２群：Ｔｉ：０．１０％以下、Ｎｂ：０．１０％以下およびＶ：０．３０％以下
　第２群の元素であるＴｉ、ＮｂおよびＶは、結晶粒微細化作用を有するので、この効果
を得るために、それぞれ、上記の範囲で含有させてもよい。以下、第２群の元素について
詳しく説明する。
【００６９】
　Ｔｉ：０．１０％以下
　Ｔｉは、鋼中の炭素あるいは窒素と結合して炭化物、窒化物あるいは炭窒化物を形成し
、熱間圧延あるいは高周波焼入れの際に結晶粒を微細化する作用を有するので、結晶粒微
細化のためにＴｉを含有してもよい。しかしながら、０．１０％を超える量のＴｉを含有
させた場合、結晶粒の微細化効果は期待できるが、靱性の低下を招く。したがって、含有
させる場合のＴｉの量を０．１０％以下とした。なお、靱性低下の抑制という点から、含
有させる場合のＴｉの量は０．０８％以下とすることが好ましい。
【００７０】
　一方、Ｔｉの結晶粒微細化効果、なかでも高周波焼入れの際の結晶粒微細化効果を確実
に発揮させるためには、Ｔｉの含有量は０．０１０％以上とすることが好ましく、靱性低
下の抑制という点から、０．０１５％以上とすれば一層好ましい。
【００７１】
　Ｎｂ：０．１０％以下
　Ｎｂは、鋼中の炭素あるいは窒素と結合して炭化物あるいは炭窒化物を形成し、結晶粒
を微細化する作用を有する。また、Ｎｂには、鋼の強度を向上させる作用もある。しかし
ながら、Ｎｂの含有量が０．１０％を超えるとその効果が飽和し、コストが嵩むのみなら
ず、靱性の低下を招く。このため、含有させる場合のＮｂの量を０．１０％以下とした。
なお、含有させる場合のＮｂの量は０．０８％以下とすることが好ましい。
【００７２】
　一方、Ｎｂの結晶粒微細化効果を安定して得るためには、Ｎｂの含有量は０．０１％以
上とすることが好ましく、０．０１５％以上とすれば一層好ましい。
【００７３】
　Ｖ：０．３０％以下
　Ｖは、鋼中の炭素あるいは窒素と結合して炭化物あるいは炭窒化物を形成し、結晶粒を
微細化する作用を有する。また、Ｖには、鋼の強度を向上させる作用もある。しかしなが
ら、Ｖの含有量が０．３０％を超えるとその効果が飽和し、コストが嵩むのみならず、靱
性の低下を招く。このため、含有させる場合のＶの量を０．３０％以下とした。なお、含
有させる場合のＶの量は０．２５％以下とすることが好ましい。
【００７４】
　一方、Ｖの結晶粒微細化効果を安定して得るためには、Ｖの含有量は０．０１％以上と
することが好ましく、０．０２％以上とすれば一層好ましい。
【００７５】
　上記のＴｉ、ＮｂおよびＶは、そのうちのいずれか１種のみ、または、２種以上の複合
で含有させることができる。なお、含有させる場合のこれらの元素の合計量は０．５０％
以下であってもよいが、０．４１％以下とすることが好ましい。
【００７６】
　上記ＣｕからＶまでの任意元素を含有する化学成分の鋼材においても、前記の（１）式
で表されるｆｎ１の値が１．２０以下である必要がある。
【００７７】
　２．ミクロ組織：
　前項で述べた化学成分を有する本発明の高周波焼入れ用圧延鋼材のミクロ組織は、フェ
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ライト、ラメラーパーライトおよび球状セメンタイトからなり、フェライトの平均結晶粒
径が１０μｍ以下、ラメラーパーライトのうちのラメラー間隔が２００ｎｍ以下のラメラ
ーパーライト（すなわち、微細ラメラーパーライト）のミクロ組織に占める面積割合が２
０～５０％および球状セメンタイトの個数が４×１０5個／ｍｍ2以上でなければならない
。
【００７８】
　これは、化学成分に加えて、鋼材のミクロ組織を上記のものとすることによって、調質
処理を行わずとも、高い強度と母材靱性を有し、高周波焼入れで生成する硬化層の靱性を
も向上することができるからである。
【００７９】
　本発明の高周波焼入れ用圧延鋼材においては、ラメラーパーライトのうちの微細ラメラ
ーパーライトのミクロ組織に占める面積割合が２０％以上あれば、目標とする強度および
母材靱性が得られる。一方、上記微細ラメラーパーライトのミクロ組織に占める面積割合
が５０％を超えた場合には、母材靱性の低下を招く。したがって、ラメラーパーライトの
うちの微細ラメラーパーライトのミクロ組織に占める面積割合が２０～５０％と規定した
。
【００８０】
　なお、ラメラーパーライトのうちのラメラー間隔が２００ｎｍを超えるラメラーパーラ
イト、すなわち、粗大ラメラーパーライトは強度および母材靱性の劣化を招くおそれがあ
る。このため、ラメラーパーライトのうちのラメラー間隔が２００ｎｍを超えるラメラー
パーライトがミクロ組織に占める面積割合は２０％以下であることが望ましい。
【００８１】
　また、ラメラー間隔を問わず、ラメラーパーライトがミクロ組織に占める面積割合は、
５０％以下であることが望ましい。なお、ラメラー間隔は小さいほどよいが、パーライト
変態により得られる限界のラメラー間隔は５０ｎｍ程度である。
【００８２】
　さらに、フェライトの平均結晶粒径が１０μｍを超えた場合には、目標とする強度と母
材靱性を得ることが困難である。したがって、フェライトの平均結晶粒径を１０μｍ以下
とした。なお、フェライトの平均結晶粒径は、極力小さい方が結晶粒微細化による強化を
図るうえで好ましいが、サブミクロンオーダーの結晶粒を形成するには、特殊な加工条件
あるいは設備が必要となり工業的に実現することが困難である。したがって、工業上実現
しうるサイズとして、フェライトの平均結晶粒径は１μｍ程度である。
【００８３】
　一方、ラメラーパーライトのうちのラメラー間隔が２００ｎｍ以下のラメラーパーライ
トのミクロ組織に占める面積割合およびフェライトの平均結晶粒径が上記の条件を満たす
場合、単位面積あたりの球状セメンタイトが高周波焼入れ時の硬化層部の靱性に影響を及
ぼす。
【００８４】
　つまり、本発明の高周波焼入れ用圧延鋼材はＣｒを含有しており、セメンタイト中には
０．５％程度のＣｒが固溶しており、このようなＣｒを固溶するセメンタイトは高周波焼
入れ時の短時間の加熱ではマトリックスに固溶しにくく、結晶粒成長のピンニング効果を
有する。しかしながら、球状セメンタイトの個数が４×１０5個／ｍｍ2より少ない場合に
は、目標とする強度が得られず、また、高周波焼入れ時の硬化層における結晶粒成長の抑
制効果が十分発揮できず、目標とする硬化層の靱性が得られない。したがって、球状セメ
ンタイトの個数を４×１０5個／ｍｍ2以上と規定した。なお、球状セメンタイトの個数は
多いほど好ましいが、実質的には５×１０7個／ｍｍ2程度である。
【００８５】
　既に述べたように、「球状セメンタイト」とは、長径Ｌと短径Ｗの比（Ｌ／Ｗ）が２．
０以下であるセメンタイトを指し、単位面積あたりの球状セメンタイトの個数については
、以下の方法によって算出することができる。
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【００８６】
　先ず、圧延鋼材の中心軸を通り、圧延方向に平行に切り出した断面（以下、「縦断面」
という。）が被検面になるように樹脂に埋め込み、鏡面研磨した後、ピクリン酸アルコー
ル（ピクラル液）で腐食して、倍率を５０００倍として走査型電子顕微鏡（ＳＥＭ）を用
いて１０視野についてミクロ組織画像を撮影する。このとき、各視野の面積は２５μｍ×
２０μｍである。
【００８７】
　そして次に、上記の撮影画像を用いて、画像処理ソフトによって各セメンタイトの長径
Ｌと短径Ｗとを個々に測定し、Ｌ／Ｗが２．０を超えるものはラメラーを形成しているた
め、Ｌ／Ｗが２．０以下であるセメンタイト、つまり、球状セメンタイトの個数をカウン
トして、最終的に面積１ｍｍ2あたりの球状セメンタイトの個数（個／ｍｍ2）として算出
する。
【００８８】
　なお、セメンタイト中に固溶しているＣｒ量は、電解抽出残渣から算出することができ
る。例えば、１０％ＡＡ系電解液（１０％アセチルアセトン、１％テトラアンモニウムク
ロライド－メタノール）を用いて電解し、０．２μｍのフィルターで残渣を採取し、次に
、採取された残渣の質量を測定するとともに、酸分解処理後、ＩＣＰ－ＡＥＳ（高周波誘
導結合プラズマ原子分光分析）を行って、残渣中のＦｅ、Ｃｒ、Ｍｎの質量を測定する。
そして、残渣がすべてＭ3Ｃ型の炭化物、つまり、セメンタイトであると仮定してセメン
タイト中の質量を算出すれば、最終的にセメンタイト中に固溶しているＣｒ量を算出する
ことができる。この方法で本発明の高周波焼入れ用圧延鋼材のセメンタイト中には前述し
た０．５％程度のＣｒが固溶していることが判明した。
【００８９】
　３．高周波焼入れ用圧延鋼材の製造方法：
　前項で述べた本発明の高周波焼入れ用圧延鋼材のミクロ組織は、例えば、既に述べた化
学成分を有する被圧延材を、次に述べる圧延方法で熱間圧延し、冷却することによって容
易に得ることができる。
【００９０】
　なお、熱間圧延方法としては、２以上の圧延工程を備える全連続式熱間圧延方法が、本
発明の高周波焼入れ用圧延鋼材を工業的に製造するのに適している。このため、以下の説
明は、上述した全連続式熱間圧延方法による圧延（以下、「全連続式熱間圧延」というこ
とがある。）をベースにして行うこととする。
【００９１】
　３．１．加熱条件：
　既に述べた化学成分を有する被圧延材を、オーステナイトとフェライトが主たる構成相
となる６７０～８１０℃の温度域に加熱した後、全連続式熱間圧延を開始する。
【００９２】
　上記の加熱により、被圧延材中、すなわち全連続式熱間圧延により所定の形状に加工す
る前の鋼材中に存在していたパーライトを構成するセメンタイト中のＣｒ濃度を高めるこ
とができ、オーステナイトのマトリックス中に安定なセメンタイトを一部残存させること
ができる。さらに、このような初期組織にすることにより、圧延による加工歪によりオー
ステナイトからの微細なフェライトの析出を促進するとともに、加工歪によりフェライト
を動的再結晶させて、フェライトを微細化させることができる。
【００９３】
　上記のオーステナイト中に残存したセメンタイトは、全連続式熱間圧延過程で、加工誘
起セメンタイトの析出サイトとなるため、球状セメンタイトの析出を促進させることがで
きる。
【００９４】
　なお、熱間圧延前に行う、上記の６７０～８１０℃という温度域での加熱においては、
被圧延材（素材）の温度を所定の領域まで上昇させるだけではなく、素材の断面内温度を
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均一にするために、長時間にわたる加熱処理が行われることがあり、この場合には、素材
表面にフェライト脱炭が生じることがある。したがって、上記フェライト脱炭を抑止する
ために、上記温度域での加熱時間は３時間以下とすることが好ましい。
【００９５】
　３．２．加熱後の全連続式熱間圧延条件：
　高周波焼入れ用圧延鋼材のミクロ組織を所望のものとするためには、既に述べた化学成
分を有する被圧延材を、前記「３．１．」項に記載した条件で加熱した後、２以上の圧延
工程を備える全連続式熱間圧延方法により圧延を行うに際して、当該全連続式熱間圧延方
法が、下記の条件〔１〕および〔２〕を満たすようにするのがよい。
【００９６】
　〔１〕各圧延工程中の被圧延材の表面温度が、６５０～８１０℃の温度範囲内であるこ
と、
　〔２〕総減面率が３０％以上であること。
【００９７】
　これは、全連続式熱間圧延における温度を制御し、加えて、該圧延による総減面率を特
定の値以上にして、オーステナイトからのフェライトの加工誘起析出を促進させることに
よって、微細なフェライトを形成させるだけなく、フェライト中に多数の加工ひずみを導
入して再結晶を促し、かつオーステナイト中に加工誘起球状セメンタイトの析出を促進さ
せるようにするためである。
【００９８】
　上述の効果は、オーステナイトとフェライトが主たる構成相として保持された状態で発
現でき、このためには、先ず、全連続式熱間圧延における各圧延工程中の被圧延材の表面
温度を８１０℃以下とするのがよい。
【００９９】
　各圧延工程中の被圧延材の表面温度が８１０℃を超える場合には、該熱間圧延で導入さ
れた転位は、オーステナイトの回復再結晶に伴い容易に消失してしまうので、セメンタイ
トが十分に加工誘起析出できず、前記の効果が得難くなる。
【０１００】
　一方、各圧延工程中の被圧延材の表面温度が６５０℃より低い場合には、多くの転位を
導入できるものの、その温度で保持されることによって、オーステナイトがパーライト変
態を開始してしまう。そのため後述する全連続式熱間圧延終了後の冷却により微細ラメラ
ーパーライトを生成させることができないばかりか、変形抵抗が極めて大きい相である粗
大ラメラーパーライトを加工することになるので、ミル負荷が極めて増大してしまう。し
たがって、各圧延工程中の被圧延材の表面温度は６５０℃以上とするのがよい。
【０１０１】
　なお、全連続式熱間圧延方法の場合には、圧延に伴う加工発熱のために被圧延材の中心
部の温度が上昇してしまうが、その場合であっても、最初の圧延工程から最後の圧延工程
までの間に１以上の中間冷却工程を設け、連続圧延の途中段階で中間冷却を行うことによ
って、被圧延材の中心部温度を所望の温度に制御して、主たる構成相をオーステナイトと
フェライトとなる状態を維持することができる。
【０１０２】
　一方、全連続式熱間圧延の途中段階で中間冷却を行う場合に、被圧延材の表面温度が低
下しすぎると、当該冷却途中あるいは当該冷却終了後に前記の主たる構成相であるオース
テナイトとフェライトにおけるオーステナイトがパーライト変態を開始し、その後の圧延
で当該パーライトを加工することになってしまう。この場合には、パーライト組織を構成
する層状セメンタイトの一部はわずかに分断されるものの、セメンタイトのアスペクト比
はあまり小さくはならないし、パーライトの変形抵抗は極めて大きいので、ミル負荷が極
めて増大してしまう。さらに、被圧延材の温度がより低下すると、前記オーステナイトが
ベイナイト、マルテンサイトといった硬質相に変態することとなる。硬質相への変態が生
じると、該硬質相が圧延加工されることになるので、圧延途中で被圧延材の表面に割れが
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生じてしまう。
【０１０３】
　しかしながら、水冷などによる中間冷却工程中に、被圧延材の表面温度が６５０℃を一
時的に下回っても、オーステナイトは直ちにパーライト変態を開始するわけではない。中
間冷却工程において、冷却開始から冷却終了後被圧延材の表面温度が６５０℃以上の温度
に復熱するまでの時間Δｔが実質的に１０ｓを超えなければ、オーステナイトは前記変態
を開始しない。そして、全連続式熱間圧延の途中段階での中間冷却によって被圧延材の表
面が、「過冷状態」、すなわち温度低下した場合であっても、続く圧延工程開始時の被圧
延材の表面温度が６５０℃以上に復熱しておれば、被圧延材の表面の組織をオーステナイ
トとフェライトが主たる構成相となる状態のままにすることができる。
【０１０４】
　したがって、全連続式熱間圧延における各圧延工程中の被圧延材の表面温度は、前記の
条件〔１〕、つまり、「６５０～８１０℃の範囲内であること」を満たすようにするのが
よい。
【０１０５】
　前記各圧延工程中の被圧延材の表面温度が６５０～８１０℃の温度範囲にあっても、圧
延加工による変形が進行した場合には、主たる構成相を安定してオーステナイトとフェラ
イトの状態に維持し難くなる場合がある。このため、２以上の圧延機列において、特に後
段側の圧延機列、例えば、「粗圧延機列－仕上げ圧延機列」の場合における「仕上げ圧延
機列」、あるいは、「粗圧延機列－中間圧延機列－仕上げ圧延機列」の場合における「中
間圧延機列」および「仕上げ圧延機列」においては、安定かつ確実にオーステナイトとフ
ェライトを主たる構成相として維持するために、圧延工程中の被圧延材の表面温度は、６
５０～７９０℃であることが好ましい。
【０１０６】
　フェライトの結晶粒微細化、さらには、球状セメンタイトの分散と圧延工程でのパーラ
イト変態の抑制をより安定して行うためには、上述の２以上の圧延機列における後段側の
圧延機列での圧延工程中の被圧延材の表面温度は、６５０～７７０℃であることがさらに
好ましい。
【０１０７】
　前記の条件〔１〕を満足していても、全連続式熱間圧延における総減面率が３０％未満
の場合には、加工に伴う転位の導入が不十分であるため、オーステナイトからの加工誘起
フェライト析出させることができず、また、加工誘起球状セメンタイトを十分に析出させ
ることができないことがある。
【０１０８】
　上記の理由から、総減面率が前記の条件〔２〕、つまり、「３０％以上」も満たすよう
にするのがよい。
【０１０９】
　なお、全連続式熱間圧延における総減面率は、加工誘起析出によりオーステナイトから
安定して微細なフェライトを析出させ、かつオーステナイトに十分な加工歪を導入する理
由から、６０％以上であることが好ましい。全連続式熱間圧延における総減面率の上限は
、総減面率を極端に大きくすると、仕上げ圧延機に近づくにつれて、圧延速度が増加し、
加工発熱が生じ、加工発熱の抑制のため、冷却設備あるいは圧延レイアウトの大幅な延長
、増設が必要となる理由から、９９．５％程度となる。
【０１１０】
　３．３．全連続式熱間圧延終了後の最終冷却条件：
　高周波焼入れ用圧延鋼材のミクロ組織を所望のものとするためには、既に述べた化学成
分を有する被圧延材を、前記「３．１．」項に記載した条件で加熱した後、前記「３．２
．」項に記載した条件で全連続式熱間圧延を行って所定の形状にした後、５ｓ以内に鋼材
表面温度を６００℃以下でＭｓ点を超える温度とし、その後、復熱により鋼材表面温度が
５００～７００℃の範囲となるように冷却するのがよい。
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　全連続式熱間圧延終了後、つまり、最終圧延工程における圧延を終了した後、５ｓ以内
に鋼材表面温度を６００℃以下でＭｓ点を超える温度とすることで、最終圧延工程後のオ
ーステナイトが過冷オーステナイトとなり、その後の復熱により鋼材表面温度が５００～
７００℃の範囲となることで、平衡状態でのＡ1点（約７２０℃）と上記復熱温度の差で
あるいわゆる「過冷度」により、ラメラー間隔が２００ｎｍ以下の微細ラメラーパーライ
トを生成させることができるだけでなく、加工により歪が導入されたオーステナイトから
球状セメンタイトを析出させることができる。さらに、上記復熱により鋼材表面温度が５
００～７００℃の範囲となるように冷却することは、ベイナイトの生成を抑制することに
なるとともに、球状セメンタイト中にＣｒが拡散して球状セメンタイトを安定にすること
にもなる。
【０１１２】
　上記最終圧延工程が終了した後、鋼材表面温度を６００℃以下でＭｓ点を超える温度と
する時間が５ｓを超えた場合、すなわち、最終圧延工程が終了した後５ｓ以内に鋼材表面
温度が６００℃以下にならない場合、最終圧延工程後のオーステナイトが過冷オーステナ
イトとならず、その後に復熱によって鋼材表面温度が５００～７００℃の範囲になったと
しても、微細ラメラーパーライトを生成させることができない。一方、上記最終圧延工程
における圧延を終了した後、５ｓ以内に鋼材表面温度をＭｓ点以下にした場合には、マル
テンサイトが生成することになって微細ラメラーパーライトが得られない。
【０１１３】
　なお、上記５ｓ以内に鋼材表面温度を６００℃以下でＭｓ点を超える温度としても、そ
の後、復熱により鋼材表面温度が５００℃を下回った場合には、ベイナイトが生成するた
め、母材靱性の低下を生じてしまう。また、上記５ｓ以内に鋼材表面温度を６００℃以下
でＭｓ点を超える温度としても、その後、複熱により鋼材表面温度が７００℃を上回った
場合には、生成した微細ラメラーパーライトが逆変態してしまい、所望のミクロ組織が得
られなくなる。したがって、最終圧延工程における圧延を終了した後、５ｓ以内に鋼材表
面温度を６００℃以下でＭｓ点を超える温度とし、その後、復熱により鋼材表面温度が５
００～７００℃の範囲となるように冷却するのがよい。
【０１１４】
　なお、上述の５ｓ以内に鋼材表面温度を６００℃以下でＭｓ点を超える温度とし、その
後、復熱により鋼材表面温度が５００～７００℃の範囲となるように冷却した後で室温ま
で冷却する条件は特に規定するに及ばない。このため、製造設備、生産性等を勘案して、
例えば、空冷（放冷）、強制風冷やミスト冷却などから適宜決定すればよい。
【０１１５】
　以下、実施例により本発明をさらに詳しく説明する。
【実施例】
【０１１６】
　表１に示す化学成分を有する鋼Ａ～Ｏからなる角ビレット（１６０ｍｍ角で長さが１０
ｍ）を準備した。
【０１１７】
　上記の鋼のうち、鋼Ａ～Ｋは化学成分が本発明で規定する範囲内にある鋼である。一方
、鋼Ｌ～Ｏは化学成分が本発明で規定する範囲から外れた比較例の鋼である。
【０１１８】
　なお、表１には、各鋼についてＭｓ点も併記した。
【０１１９】
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【表１】

【０１２０】
　前記の角ビレットを、下記の各圧延機列の間に冷却設備を備えた全連続式熱間圧延ライ
ンによって、表２に試験番号１～１９として示した条件で「総減面率」が９５．１％の熱
間圧延を行い、直径４０ｍｍの棒鋼に加工した。
【０１２１】
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　・粗圧延機列：６台の圧延機で構成、
　・第一中間圧延機列：２台の圧延機で構成、
　・第二中間圧延機列：４台の圧延機で構成、
　・仕上げ圧延機列：２台の圧延機で構成。
【０１２２】
　なお、放射温度計を用いて圧延時の被圧延材の表面温度および連続圧延終了後の冷却過
程での被圧延材の表面温度を測定した。そして、圧延および冷却の各段階での被圧延材の
表面部および中心部の温度履歴について、前記の放射温度計で測定した表面温度測定値、
各中間冷却設備における冷却条件、各中間冷却設備を出た後の大気中での冷却条件および
圧延条件を考慮して、差分法による数値解析を行った。
【０１２３】
　連続圧延終了後、つまり、仕上げ圧延機列の２台目の圧延機による圧延を終了した後、
水冷設備を用いて水量によって冷却速度を制御し、試験番号１～１２および試験番号１４
～１９について、５ｓ以内に鋼材表面温度が６００℃以下でＭｓ点を超える温度となるよ
うに冷却した。水冷設備を出た後の被圧延材は、復熱により鋼材表面温度が上昇した。試
験番号１３については、最終圧延後水冷せずそのまま大気中での放冷とした。
【０１２４】
　なお、表２において粗圧延機列、第一中間圧延機列、第二中間圧延機列および仕上げ圧
延機列をそれぞれ、「粗列」、「第一中間列」、「第二中間列」および「仕上列」と表記
し、粗圧延機列と第一中間圧延機列との間の冷却設備を「冷却設備１」、第一中間圧延機
列と第二中間圧延機列との間の冷却設備を「冷却設備２」、また、第二中間圧延機列と仕
上げ圧延機列の間の冷却設備を「冷却設備３」と表記した。また、試験番号１～１２およ
び試験番号１４～１９における最終圧延後の「冷却終了時間」は水冷設備による水冷時間
、「冷却後温度」は水冷終了直後の温度、「復熱後温度」は復熱によって到達した最高温
度である。一方、最終圧延後に水冷せずそのまま大気中での放冷とした試験番号１３にお
ける「冷却後温度」は放冷後５ｓ経過後の温度である。
【０１２５】
　なお、表２に記載の圧延開始温度、入側温度、出側温度、圧延終了温度ならびに、最終
圧延後の冷却後温度および復熱後温度は、放射温度計を用いて測定した被圧延材の表面温
度であり、中間冷却工程において、冷却開始から冷却終了後被圧延材の表面温度が６５０
℃以上に復熱するまでの時間Δｔは、放射温度計で測定した表面温度測定値、各中間冷却
設備における冷却条件、各中間冷却設備を出た後の大気中での冷却条件および圧延条件を
考慮して、差分法による数値解析によって求めた被圧延材表面の温度履歴から算出して記
載したものである。
【０１２６】



(20) JP 5459063 B2 2014.4.2

10

20

30

40

50

【表２】

【０１２７】
　さらに、上記のようにして得た各棒鋼について、次に示す方法で、ミクロ組織、セメン
タイト中に固溶しているＣｒ量、引張特性、衝撃特性および高周波焼入れで生成した硬化
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層の靱性を調査した。
【０１２８】
　ミクロ組織調査は次のようにして実施した。
【０１２９】
　すなわち、先ず、直径４０ｍｍの各棒鋼から長さが２０ｍｍの試験片を切り出し、これ
らの試験片の縦断面が被検面になるように樹脂に埋め込み、鏡面研磨した後、３％硝酸ア
ルコール（ナイタル液）で腐食してミクロ組織を現出させ、各棒鋼のＲ／２（「Ｒ」は棒
鋼の半径を表す。）の部位を光学顕微鏡あるいはＳＥＭで観察を行い、ミクロ組織を構成
している相の識別を行った。
【０１３０】
　ミクロ組織を構成している相が、フェライト、ラメラーパーライトおよびセメンタイト
からなる場合には、再度鏡面研磨した後、ピクリン酸アルコール（ピクラル液）で腐食し
て、倍率を５０００倍としてＳＥＭを用いて１０視野についてミクロ組織画像を撮影した
。なお、各視野の面積は２５μｍ×２０μｍである。
【０１３１】
　次に、上記の撮影画像を用いて、画像処理ソフトによってフェライトの平均結晶粒径を
求めるとともに、各セメンタイトの長径Ｌと短径Ｗとを個々に測定し、Ｌ／Ｗが２．０以
下であるセメンタイト、つまり、球状セメンタイトの個数をカウントして、最終的に面積
１ｍｍ2あたりの球状セメンタイトの個数（個／ｍｍ2）を算出した。また、ラメラーパー
ライトについては、各パーライト毎に粒径とラメラー数を測定し、計算によってラメラー
間隔の平均値λを求め、λが２００ｎｍ以下である微細ラメラーパーライトおよびλが２
００ｎｍより大きい粗大ラメラーパーライトに区分し、画像処理ソフトによって、それぞ
れのラメラーパーライトがミクロ組織に占める面積割合を求めた。
【０１３２】
　セメンタイト中に固溶しているＣｒ量は、１０％ＡＡ系電解液を用いて電解を行い、そ
の抽出残渣から既に述べた方法によって算出した。
【０１３３】
　引張特性は、直径４０ｍｍの各棒鋼のＲ／２の部位が試験片の中心軸となるように、Ｊ
ＩＳ　Ｚ　２２０１（１９９８）に規定される１４Ａ号試験片（ただし、平行部直径：７
ｍｍ）を採取し、標点距離を３５ｍｍとして室温で引張試験を実施し、引張強度（ＭＰａ
）を求めた。
【０１３４】
　衝撃特性は、引張試験片と同様に、直径４０ｍｍの各棒鋼のＲ／２の部位が試験片の中
心軸となるように、２ｍｍＵノッチシャルピー衝撃試験片を採取し、２５℃でシャルピー
衝撃試験を実施して衝撃値（Ｊ／ｃｍ2）を求めた。
【０１３５】
　高周波焼入れで生成した硬化層の靱性調査は次のようにして実施した。
【０１３６】
　すなわち、先ず、２ｍｍＵノッチシャルピー衝撃試験片を上述したようにして採取し、
Ｕノッチ部における硬化層深さ（ビッカース硬さ４５０となる表面からの深さ）が１ｍｍ
となるように、高周波焼入れの条件を種々調整して高周波焼入れした。その後、実部品の
場合と同様に、高周波焼入れ後の割れの防止を目的として、１８０℃で２時間の焼戻し処
理を行った。
【０１３７】
　次いで、上記の高周波焼入れ後に焼戻しを行った試験片を用いて、図１に示すように、
支点間距離５０ｍｍ、押し込み速度０．５ｍｍ／ｍｉｎで３点曲げ試験を行い、「荷重－
ストローク（押し込み距離）曲線」を採取し、ポップイン、すなわち、微小なき裂が生じ
て、荷重が変動した際の荷重を「き裂発生荷重」とし、この荷重によって高周波焼入れで
生成した硬化層の靱性を評価した。
【０１３８】
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　なお、既に述べたように、引張特性、衝撃特性および高周波焼入れで生成した硬化層の
靱性の目標は、それぞれ、引張強度が７００ＭＰａ以上、衝撃値が１５０Ｊ／ｃｍ2以上
およびき裂発生荷重が１０ｋＮ以上である。
【０１３９】
　表３に、上記の各調査結果を示す。なお、表３の「ミクロ組織」欄における「Ｆ」はフ
ェライト、「ＬＰ」はラメラーパーライト、「ＳＣ」は球状セメンタイト、「Ｂ」はベイ
ナイトを示す。「評価」欄における「○」印は上述した引張特性、衝撃特性および高周波
焼入れで生成した硬化層の靱性の目標を全て満足していることを指し、一方、「×」印は
上記の目標のうち一つでも満足できていないことを指す。試験番号１８の「－」は相が「
Ｆ＋ＬＰ+ＳＣ」でないため調査していないことを示す。
【０１４０】
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【表３】

【０１４１】
　表３から、本発明で規定する化学成分とミクロ組織の条件を満たす試験番号１～１２の
棒鋼の場合、その評価は「○」であって、調質処理を行うことなく、所望の特性、すなわ
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ち、引張強度が７００ＭＰａ以上、２ｍｍＵノッチシャルピー衝撃試験片を用いたシャル
ピー衝撃試験における試験温度２５℃での衝撃値が１５０Ｊ／ｃｍ2以上という優れた機
械的特性、さらには、高周波焼入れで生成した硬化層のき裂発生荷重が１０ｋＮ以上とい
う硬化層の靱性にも優れた圧延鋼材を安価に安定して得ることができることが明らかであ
る。
【０１４２】
　これに対して、表３から、本発明で規定する化学成分とミクロ組織の条件の少なくとも
いずれかから外れた試験番号１３～１９の棒鋼の場合、その評価は「×」であって、所望
の特性が得られておらず、調質処理の省略化はできないことが明らかである。
【０１４３】
　すなわち、試験番号１３の場合は、用いた鋼Ａの化学成分は本発明で規定する条件を満
たすものの、ラメラーパーライトのうちの微細ラメラーパーライト（つまり、ラメラー間
隔が２００ｎｍ以下であるラメラーパーライト）のミクロ組織に占める面積割合が５％で
本発明で規定する条件を下回っている。このため、引張強度が６６０ＭＰａと低い。
【０１４４】
　試験番号１４の場合、用いた鋼ＬのＣ含有量が０．５９％と高く、本発明で規定する値
を上回るものである。このため、母材のシャルピー衝撃値は１４５Ｊ／ｃｍ2と低く、さ
らに、高周波焼入れで生成した硬化層の靱性が低下して、き裂発生荷重は８ｋＮと低い。
【０１４５】
　試験番号１５の場合、用いた鋼Ｍのｆｎ１の値が１．２５と高く、本発明で規定する値
を上回るものである。このため、母材のシャルピー衝撃値は１２２ｋＪ／ｃｍ2と低い。
【０１４６】
　試験番号１６の場合、用いた鋼ＮのＣ含有量が０．３２％と低く、本発明で規定する値
を下回るものである。このため、高周波焼入れで生成した硬化層の強度が低く、き裂発生
荷重が８ｋＮと低い。
【０１４７】
　試験番号１７の場合、用いた鋼ＯのＳｉ含有量が１．２５％と高く、本発明で規定する
値を上回るものである。このため、Ａ3変態点が上昇し、高周波焼入れで生成した硬化層
内にフェライトが残存し強度が低下するため、き裂発生荷重が９ｋＮと低い。
【０１４８】
　試験番号１８の場合、用いた鋼Ａの化学成分は本発明で規定する条件を満たすものの、
パーライト変態しなかったので、ミクロ組織が硬質相のベイナイトと、フェライトおよび
球状セメンタイトからなっており、本発明で規定する条件から外れている。このため、母
材のシャルピー衝撃値が１０４ｋＪ／ｃｍ2と低く、さらに、高周波焼入れで生成した硬
化層の靱性が低下して、き裂発生荷重は６ｋＮと低い。
【０１４９】
　試験番号１９の場合も、用いた鋼Ａの化学成分は本発明で規定する条件を満たすものの
、球状セメンタイトの個数が３．５×１０5であって、本発明で規定する条件を下回って
いる。このため、高周波焼入れで生成した硬化層の靱性が低下して、き裂発生荷重は９ｋ
Ｎと低い。
【産業上の利用可能性】
【０１５０】
　本発明の高周波焼入れ用圧延鋼材は、必ずしも高価なＶを含有させる必要がなく、しか
も、調質処理を行わずとも、圧延鋼材の状態で引張強度が７００ＭＰａ以上、および２ｍ
ｍＵノッチシャルピー衝撃試験片を用いたシャルピー衝撃試験における試験温度２５℃で
の衝撃値が１５０Ｊ／ｃｍ2以上という特性を有し、さらに、高周波焼入れの際に粒成長
が起こりにくいため硬化層の靱性にも優れるので、高周波焼入れを行って用いられる曲げ
強度および衝撃特性が要求されるラックバー等の部品の素材として用いるのに好適である
。この高周波焼入れ用圧延鋼材は、本発明の方法によって安価に安定して製造することが
できる。
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